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．はじめに
産業連関モデル（ ）は、産業部門間の投入と算出の取引関係を示すた
め、産業間の相互関連を把握することができる（ 、 ）。ある産業からの最終需要 ）
による業界全体への経済的波及効果を評価することができ、観光分野で適用できる






























韓国でカジノ産業を許可できる法制度は、 つの法律（一般法 、特別法 ）がある（表
参照）。現在（ 年）ある ヶ所のカジノは つの法律によるもので、外国人カジノ（ ヶ
所）は一般法の 観光振興法 、カンウォンランドカジノ（ ヶ所）は特別法の 閉鉱地域開
発支援に関する特別法閉鉱特別法（以下、閉特法） である。そして、今後 年オープン予
定の ヶ所は特別法 経済自由区域法（以下、経自法） である。最終的には、韓国カジノ産業
の許可は つの法律（一般法 、特別法 ）で適用された。因みに、残り つの特別法の中
で、 セマングム事業及び支援に関する特別法 が有力視されている。 年国家均衡発展プ
図 本研究の流れ
ロジェクトにセマングム空港を計画しているからである。
外国人カジノは 年 宝くじ発行懸賞其他射幸行為取締法 （以後、 年 射幸行為な
ど規制及び処罰特例法 改正）で許可された。観光資源の全無状態で外貨獲得の唯一な手段で
あった。カジノ業を賭博業の射幸行為として見做し、許可官庁の内務部（後ほど警察庁）が
年間も管轄してきた。 年には 観光振興法 の中で観光事業として認められ、許可官庁は
文化体育観光部（以下、文化観光部）となった。つまり、韓国カジノ産業の政策変化は 年前
から始まり、より進歩的な姿勢は 年前の最近である。

















ランドコリアレジャー（ ）を設立し、ソウル ヶ所・釜山 ヶ所（公設公営）を増や
し、 カ所の外国人カジノが ヶ所となった。
次に、事業者の選定についても変化があった。 年産業通商資源部（以下、産資部）は外



























ト） である（図 参照）。 年後の 年に





























識期・カジノ業の拡散期・第 オープンカジノのイッシュ期・ への投資期の 段階（徐元






















因みに、 年末済州道の初 である 神話ワールドリゾート の会長が中国公安委員会
に逮捕されたニュースもあり、韓国カジノ産業を巡る話題が後を絶たず、社会内の悪いイメー
ジを払拭するには相当な時間がかかると思われる。
次に、韓国カジノ産業の現況について 年間（ 年 年）の入場者と売上高の推移か





年は日本人観光客（ 万人）が中国人（ 万人）を上回るが、 年に逆転し始め
た。 年には日本人（ 万人）が中国人（ 万人）の半分にまで減った。さらに、 ％以
上を占めた中国人観光客が 年から減りはじめ 年まで回復していない状況である。
年に入っても回復する兆しがなく、米・中間の貿易戦争によって長引く可能性もある。
図 は、カンウォンランドカジノで 年まで 年間の売上高が安定にしているように見え
る。しかし、指摘したいことはこれ以上の発展が見られないことである。つまり、これからの
実績も伸びずに同じ推移で動くことである。その理由は、公営ギャンブル産業の拡大を防ぐた




ろん、韓国人のギャンブル性向の問題は大きい（ 年度有病率 ％）。しかも、 売上総量
制 で抑制することはできず、カンウォンランドカジノの売上高は決めたルール（ 年連続を
































































































して一般産業 、輸出産業 、観光産業 に導出し、各乗数を算出した（表 ）。
表 韓国のカジノ産業の各乗数（ 年）
雇用乗数のみ数値を調整
カジノ業の生産乗数は で、消費 ドル当たり ドルの生産波及効果があることを意味
する。全体産業は で、これはカジノ業のようなサービス産業は一般的に生産効果が少ない
と見ている。輸出産業は で、半導体業（ ）より高く、自動車業（ ）・ 製造業
（ ）・繊維レザー業（ ）より低かった。また、観光産業は で、飲食店業（ ）







業（ ）と輸出産業（ ）そして観光産業（ ）より高かった。観光産業では宿泊
業（ ）・文化娯楽サービス業（ ）より低かった。因みに、全体産業の乗数序列を参
考にすれば、飲食店業が 位・文化娯楽サービス業が 位・カジノ業が 位・宿泊業が 位の
順で、カジノ業の雇用機会が少なくないことを示している。




位・カジノ業 位・飲食店業 位の順であった。輸入乗数は で、輸入乗数は原材料の輸






















































は地域連関表の地自体が 年度は つ、 年度は にしたためである。そして、カンウォ
ンランドカジノの立地する江原道と他の地域を分けて、特別法の趣旨のために観光部門を中心































る。しかし、 つの による観光産業の実績は飛躍し、前年比の国際観光客が ％、観光
収入も ％に増加した（ 、 ）。
本研究では、 産業の構成要素を参考にし、産業連関表（ 年、韓国銀行）の国産取引





































































門から 部門、 では 基本部門から 部門、 では 基本部門から 部門、 では








































）各国では国家統計として産業連関表を作成している。 年米国が、 （ ） 米国経済システ
ムでの数量的投入産出関係 をベースに初めて導入した。主要国家では、 年イギリス、 年日本、
年韓国がある。
）韓国キョンヒ大学校観光学ホテル観光大学の教授でカジノ産業の専門家である。 年
（ ）で 観光・余暇・ホスピタリティ分野の研究者 人 で選ばれた。（ 論文
の数 位、引用の数 位）
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